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藤沢市地球温暖化対策実行計画  

「重点施策アクションプラン 2030」の策定について（中間報告） 

 

１ 「重点施策アクションプラン 2030」を策定する背景と目的 

本市では、令和４年３月に、「藤沢市地球温暖化対策実行計画」を改定し、

２０３０年度を目標年度として温室効果ガス排出量の削減に取り組んで

きました。計画改定から４年が経過し、世界的な脱炭素化の加速や国の「第

７次エネルギー基本計画」の策定、最新の技術動向など、地球温暖化対策

にかかる社会情勢が大きく変化しています。また、本市における温室効果

ガス排出量の最新値は、基準年度比（２０１３年度比）で２２．５％減少

となっており、２０３０年度目標（４６％削減）の達成にはさらなる対策

の強化が不可欠です。 

このため、計画期間の中間年において、現行計画における中間見直しと

して、国内外の動向や市民・事業者の意識調査結果等を踏まえ、２０３０

年度に向けた具体的な「重点施策アクションプラン 2030」（以下、「本プラ

ン」という。）を策定し、目標達成に向けた取組を加速させるものです。  

図１ 本プランの位置づけ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年９月藤沢市議会定例会 

厚生環境常任委員会 資料１ 

３  年１２月藤沢市議会定例会  

厚生環境常任委員会  資料１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・地球温暖化対策の推進に関する法律 

・気候変動適応法    

国計画 

・地球温暖化対策計画 

・気候変動適応計画 

・エネルギー基本計画など 

根拠法 

神奈川県計画 

藤沢市市政運営の総合指針 
（藤沢市 SDGs共創指針） 

藤沢市地球温暖化対策実行計画 

配慮 

地球温暖化対策、気候変
動適応策の個別計画 

【関連計画】 

・藤沢市環境保全職員率

先実行計画 

・藤沢市緑の基本計画 

・藤沢市生物多様性地域

戦略 

・藤沢市一般廃棄物処理

基本計画 

・藤沢市都市マスター 

プラン 

・藤沢市住宅マスター 

プラン     など 

・神奈川県環境基本計画 

・神奈川県地球温暖化 

対策計画 

・神奈川県循環型社会 

づくり計画 

藤沢市環境基本計画 

準拠 配慮 

藤沢市 

整合 
重点的に取り組むべき具体的な施策 

各計画と整合 

 
藤沢市地球温暖化対策実行計画 

～重点施策アクションプラン 2030～ 
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２ 対象期間と目標年度  

本プランの対象期間は、現行計画における計画期間の後半にあたる  

２０２７年度（令和９年度）から２０３０年度（令和１２年度）までの 

４年間とします。 

 

３ 本プランの構成 

（１）第１章：中間見直しの背景と基本的な考え方 

 藤沢市地球温暖化対策実行計画の改定以降の国の動向や、本市の排出

状況、市民・事業者の意識調査結果を踏まえ、課題を整理しています。 

 ア 本市における温室効果ガス排出量の最新値 

本市における温室効果ガス排出量の最新値は、令和５年度（速報値）

の２,１７６千 t-CO2 であり、基準年度比で２２．５％減少しています

が、目標達成に向けた進捗率は約５０％に留まっています。特に産業

部門・業務その他部門や家庭部門の削減をさらに加速させる必要があ

ります。 

図２ 温室効果ガス排出量の推移  

 

イ 地球温暖化対策の推進に向けての重点課題  

（ア）  事業者における経済活動と脱炭素の両立  

本市の温室効果ガス排出量の特徴として、事業者である産業部門・

業務その他部門が全体排出量の約６割を占めています。意識調査に

よると「業務上の困難さ」や「初期費用」が障壁となっているため、

経済・社会的メリットを伴う設備転換が求められています。 
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（イ）  家庭における脱炭素型ライフスタイルへの転換  

  家庭部門においては、「生活習慣の変えにくさ」や「取組の効果が

実感できないこと」が課題となっています。省エネ設備や太陽光発

電システム等の導入に対して、経済的メリットだけではなく、暮ら

しやすさも実感できるような転換を促す必要があります。  

（ウ）  独自の取組を反映できる評価指標の構築  

現在の温室効果ガスの算定方式は、本市独自のきめ細かな取組が

削減率に反映されにくいという課題があります。そのため、削減率

とは別に、市民・事業者の具体的な活動成果を正しく評価・可視化

できる新たな指標が必要です。  

 

（２）第２章：重点施策 

 社会動向や重点課題を基に、早期に削減効果が期待される次の３つを

重点施策として設定し、削減目標の達成を目指します。また、各重点施

策には成果指標を設定し、本プランの進捗状況の把握を行います。  

 なお、重点施策に準ずる中長期的な施策として温室効果ガスの「吸収

源」となる緑化と緑地保全をピックアップ施策として設定します。 

 ア 重点施策１：省エネルギー設備等の導入拡大  

ＺＥＨ・ＺＥＢ化の誘導や事業所への省エネ診断を強化し、市民・

事業者の省エネ設備の導入によるエネルギー使用量を徹底的に「減ら

す」取組を推進します。  

表１ 重点施策１の成果指標  

 

 

 

 

 イ 重点施策２：再生可能エネルギー設備等の導入拡大  

初期費用ゼロで太陽光発電システムが導入可能であるＰＰＡ方式の

普及啓発や「ペロブスカイト太陽電池」等の新技術の活用により、エ

ネルギーを「創り、切り替える」動きを加速させます。  

指標 2025年度 2030年度 

省エネ設備導入補助による導入件数 

（累計） 
16件 100件 

長期優良住宅等認定件数（累計） 2,062件 4,100件 

省エネルギー設備の導入率 

※市民・事業者アンケートによる導入率 

市民 28.6％※高効率給湯器 

事業者 1.9％※高効率空調 

市民 40.2％ 

事業者 10.9％ 
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PDCAサイクルによる 

プラン・施策の 

継続的な改善 

③ 実施結果の集計、

評価の実行 

④ 集計結果公表 

（市ホームページ、 

環境白書 など） 

② 施策の実施 ⑤ 次年度に向けた

施策の見直し 

① 本プランに基づく

施策の立案 

表２ 重点施策２の成果指標  

 

  

 

 

 

ウ 重点施策３：脱炭素型ライフスタイルの転換  

国の国民運動「デコ活」と連動し、本市独自の世帯モデルに基づい

た脱炭素行動の提案を行うことで、地球温暖化対策を「知り」、地域で

「繋げ」、２０５０年ゼロカーボンの気運を醸成します。  

表３ 重点施策３の成果指標  

 

 

 

 

（３）第３章：本プランの推進・進行管理 

  本プランの実施にあたっては、市民や事業者等と行政の連携による推

進体制を構築します。また、ＰＤＣＡサイクルによって本プランの進行

管理を継続的に行います。 

図３ ＰＤＣＡサイクルによる進行管理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標 2025年度 2030年度 

太陽光発電システム補助による導入 

容量（累計） 
13,971kW 

16,208kW 

※市補助金による導入容量 

再生可能エネルギー由来の電力利用 

状況の把握 
━ 把握スキームの確立 

事業者の再生可能エネルギー由来の 

電力への切替率 
2.6％ 12.2％ 

 

指標 2025年度 2030年度 

エコライフアドバイザー等利用人数 

（累計） 
301人 810人 

藤沢モデルの構築を踏まえた各種脱炭

素サービス立案・普及啓発等への活用 
━ モデルの活用 
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４ 重点施策アクションプラン 2030（案） 

 資料２のとおり 

 

５ これまでの検討と今後の予定 

令和７年  

１月 第１５期第２回藤沢市環境審議会（諮問） 

５月 第１５期第３回藤沢市環境審議会  

６月 市民・事業者意識調査の実施 

８月 藤沢市環境政策推進本部会議① 

９月 第１５期第４回藤沢市環境審議会 

藤沢市地球温暖化対策地域協議会  意見聴取 

藤沢市地球温暖化対策研究会 意見聴取 

藤沢市環境審議会専門委員会 

１０月 第１５期第５回藤沢市環境審議会（重点施策決定） 

令和８年 

１月 第１５期第６回藤沢市環境審議会（初期草案提示） 

５月 藤沢市環境政策推進本部会議② 

第１５期第７回藤沢市環境審議会（一次案提示） 

８月 第１５期第８回藤沢市環境審議会（答申） 

９月 ９月市議会定例会に「重点施策アクションプラン 2030」に

ついて中間報告 

パブリックコメントの実施（９月～１０月） 

令和９年 

３月 本プランの策定 

 

以 上  

 

（事務担当 環境部 ゼロカーボン推進課） 


